
4今月の解説① No.879（2022年1月号）

一　
は
じ
め
に

　

日
本
国
内
の
多
く
の
金
融
機
関

は
、
２
０
１
９
年
か
ら
実
施
さ
れ
た

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
四
次
対
日
相
互
審
査
を

契
機
と
し
て
、
数
年
に
わ
た
り
、
マ

ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
対
策
（
Ａ

Ｍ
Ｌ
）
お
よ
び
テ
ロ
資
金
供
与
対
策

（
Ｃ
Ｆ
Ｔ
）
の
高
度
化
を
急
ピ
ッ
チ

で
推
し
進
め
て
き
た
。

　

審
査
結
果
の
発
表
は
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
影
響
で
当
初
想
定
よ
り

も
遅
延
し
、
２
０
２
１
年
８
月
に
結

果
が
公
表
さ
れ
、日
本
は「
重
点
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
国
」
と
し
て
さ
ら
な
る

Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
対
策
の
強
化
を
求

め
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
日
本
政

府
は
審
査
結
果
と
タ
イ
ミ
ン
グ
を
合

わ
せ
て
「
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供

与
・
拡
散
金
融
対
策
に
関
す
る
行
動

計
画
」
を
公
表
し
て
お
り
、
今
後
も

さ
ら
な
る
規
制
・
監
督
の
強
化
が
見

込
ま
れ
る
状
況
に
あ
る
。

　

す
な
わ
ち
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
審
査
に
よ

り
、
金
融
機
関
に
お
け
る
Ａ
Ｍ
Ｌ
／

Ｃ
Ｆ
Ｔ
対
応
の
課
題
が
よ
り
明
確
に

な
り
、金
融
機
関
と
し
て
は
む
し
ろ
、

今
後
の
規
制
強
化
等
も
見
据
え
て
追

加
的
対
応
を
検
討
し
て
い
く
必
要
が

あ
る
と
い
え
る
。

　

本
稿
で
は
、
広
く
営
業
店
第
１
線

の
行
職
員
の
方
々
に
も
わ
か
り
や
す

く
、
現
在
の
日
本
の
状
況
を
理
解
す

る
た
め
に
重
要
な
基
礎
知
識
を
取
り

ま
と
め
た
う
え
で
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
審
査

結
果
を
受
け
た
今
後
の
金
融
機
関
対

応
に
係
る
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
た
。

　

な
お
、
本
稿
の
意
見
に
係
る
記
載

は
筆
者
ら
独
自
の
見
解
で
あ
り
、
筆

者
ら
が
現
在
ま
た
は
過
去
に
所
属
し

た
組
織
の
見
解
と
は
無
関
係
で
あ

る
。

二 　
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
の
現
状

を
理
解
す
る
た
め
に
押
さ
え

て
お
く
べ
き
ポ
イ
ン
ト

１ 　
Ａ
Ｍ
Ｌ
／
Ｃ
Ｆ
Ｔ
に
お
け

る
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
役
割

⑴　

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
と
は
何
か

　

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
（Financial Action 

Task Force

）
は
、
１
９
８
９
年
に

パ
リ
郊
外
で
開
催
さ
れ
た
ア
ル

シ
ュ
・
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、
マ

ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
対
策
（
Ａ

Ｍ
Ｌ
）
を
目
的
に
設
立
さ
れ
た
政
府

間
会
合
で
あ
り
、
２
０
０
１
年
の
同

基
礎
か
ら
理
解

マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
と
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
審
査
対
応
の
こ
れ
か
ら

Ｋ
Ｐ
Ｍ
Ｇ
／
有
限
責
任
あ
ず
さ
監
査
法
人 

金
融
統
轄
事
業
部
金
融
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
事
業
部 

Ａ
Ｍ
Ｌ
・
Ｃ
Ｆ
Ｔ
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
部 

デ
ィ
レ
ク
タ
ー　

味
田 

修
一
郎

マ
ネ
ジ
ャ
ー　

松
浦 

嘉
彦

今
月
の
解
説
①
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所有者不明土地の解消に向けた
民事基本法制の見直し

一 

　
改
正
の
趣
旨
、
概
要

⑴　

趣
旨
・
概
要

　
近
年
、
所
有
者
不
明
土
地
（
不
動

産
登
記
簿
か
ら
所
有
者
が
直
ち
に
判

明
し
な
い
土
地
、
所
有
者
が
判
明
し

て
も
そ
の
所
在
が
不
明
で
連
絡
が
付

か
な
い
土
地
）
が
社
会
問
題
の
一
つ

と
な
っ
て
お
り
、
所
有
者
不
明
土
地

の
発
生
防
止
や
、
す
で
に
発
生
し
て

い
る
所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円

滑
化
を
図
る
た
め
（
注
）、
概
要
以

下
の
よ
う
な
法
改
正
や
新
法
の
制
定

が
行
わ
れ
た
。

・
登
記
で
真
の
所
有
者
を
確
認
、
把

握
で
き
な
い
状
況
を
改
善
す
る
た

め
、
相
続
登
記
や
住
所
変
更
の
登

記
申
請
を
義
務
化
す
る
な
ど
不
動

産
登
記
法
の
改
正

・
相
続
を
機
に
土
地
が
管
理
さ
れ
な

い
ま
ま
放
置
さ
れ
る
こ
と
を
防
止

す
る
た
め
、
相
続
土
地
を
国
庫
に

帰
属
さ
せ
る
「
相
続
等
に
よ
り
取

得
し
た
土
地
所
有
権
の
国
庫
へ
の

帰
属
に
関
す
る
法
律
（
相
続
土
地

国
庫
帰
属
法
）」
の
制
定

・
遺
産
分
割
の
円
滑
化
等
を
目
的
と

し
た
遺
産
分
割
制
度
の
見
直
し

・
所
有
者
不
明
土
地
・
建
物
、
管
理

不
全
状
態
に
あ
る
土
地
・
建
物
を

管
理
さ
せ
る
た
め
、
民
法
に
お
け

る
財
産
や
共
有
物
の
管
理
制
度
の

見
直
し

・
相
隣
関
係
、
共
有
関
係
の
規
定
を

現
代
の
社
会
経
済
情
勢
に
合
わ
せ

て
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

⑵　

施
行
時
期

　
前
記
の
改
正
お
よ
び
相
続
土
地
国

庫
帰
属
法
の
施
行
時
期
は
、
原
則
と

し
て
公
布
日
か
ら
２
年
以
内
で
あ
る

が
、
一
部
の
規
定
に
つ
い
て
は
異
な

る
施
行
時
期
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。

二 

　
不
動
産
登
記
法
の
改
正

１　
相
続
登
記
申
請
の
義
務
化

⑴　

概　

要

　
不
動
産
登
記
法
の
改
正
法
で
は
、

相
続
人
は
、
自
己
の
た
め
に
相
続
が

開
始
し
た
こ
と
を
知
り
、
か
つ
相
続

や
遺
贈
に
よ
っ
て
不
動
産
所
有
権
の

取
得
を
知
っ
た
日
か
ら
３
年
以
内
に

相
続
登
記
を
申
請
す
る
義
務
を
負
う

（
76
条
の
２
第
１
項
。
以
下
、
改
正

不
動
産
登
記
法
の
条
文
番
号
）。

　
履
行
期
間
経
過
時
点
で
遺
産
分
割

等
が
完
了
せ
ず
持
分
が
確
定
し
て
い

な
い
場
合
も
考
え
ら
れ
る
が
、
こ
の

場
合
は
法
定
相
続
分
で
登
記
す
れ
ば

義
務
を
履
行
し
た
こ
と
に
な
る
。
登

記
後
遺
産
分
割
を
し
た
場
合
、
遺
産

分
割
に
よ
っ
て
法
定
相
続
分
を
超
え

て
所
有
権
を
取
得
し
た
相
続
人
は
、

遺
産
分
割
後
３
年
以
内
に
所
有
権
移

転
登
記
申
請
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
（
同
条
２
項
）。

　
正
当
な
理
由
な
く
申
請
を
怠
っ
た

場
合
の
制
裁
（
10
万
円
の
過
料
）
も

所
有
者
不
明
土
地
の
解
消
に
向
け
た

　
　
　
民
事
基
本
法
制
の
見
直
し

―
民
法
・
不
動
産
登
記
法
、
相
続
土
地
国
庫
帰
属
法
―

三
井
住
友
信
託
銀
行 

弁
護
士　

中
村 

克
利
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は
じ
め
に

　
令
和
２
年
６
月
12
日
に
公
布
さ
れ

た
「
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法

律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」（
令

和
２
年
法
律
第
44
号
。
以
下
、「
令

和
２
年
改
正
法
」
と
い
う
）
は
、
令

和
４
年
４
月
１
日
に
全
面
施
行
と
な

る
。

　
本
稿
で
は
、
令
和
２
年
改
正
法
に

お
け
る
改
正
項
目
（
図
表
１
参
照
）

の
中
か
ら
、
金
融
機
関
に
影
響
を
与

え
る
可
能
性
の
あ
る
事
項
と
、
改
正

の
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ

て
い
る
事
項
に
絞
っ
て
、
そ
の
内
容

を
概
説
す
る
。

　
な
お
、
本
稿
は
、
令
和
３
年
５
月

19
日
に
公
布
さ
れ
た
「
デ
ジ
タ
ル
社

会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律

の
整
備
に
関
す
る
法
律
」（
令
和
３

年
法
律
第
37
号
。
以
下
、「
令
和
３

年
改
正
法
」
と
い
う
）
は
取
り
扱
わ

な
い
が
、
令
和
３
年
改
正
法
に
よ
る

第
１
弾
の
改
正
は
、
令
和
２
年
改
正

法
と
同
日
に
施
行
と
な
る
た
め
、
文

中
の
条
文
番
号
は
、
当
該
改
正
を
反

映
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
に
留
意
さ

れ
た
い
。

　
以
下
、
現
行
の
「
個
人
情
報
の
保

護
に
関
す
る
法
律
」
を
「
現
行
法
」、

令
和
２
年
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の

同
法
を
「
改
正
法
」、
個
人
情
報
の

保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を

「
改
正
規
則
」、
個
人
情
報
の
保
護
に

関
す
る
法
律
に
つ
い
て
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
（
通
則
編
）
を
「
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
通
則
編
」
と
い
う
。

一 　
保
有
個
人
デ
ー
タ
の
利
用

停
止
等
請
求
に
お
け
る
要
件

の
緩
和

１　
概　
要

　
現
行
法
に
お
い
て
は
、
本
人
が
個

人
情
報
取
扱
事
業
者
に
対
し
て
、
当

該
本
人
が
識
別
さ
れ
る
保
有
個
人

デ
ー
タ
の
利
用
停
止
等
（
利
用
の
停

止
ま
た
は
消
去
）
お
よ
び
第
三
者
へ

の
提
供
の
停
止
を
請
求
で
き
る
の

は
、
現
行
法
16
条
１
項
（
注
１
）
等

の
一
部
の
法
令
違
反
の
場
合
に
限
ら

れ
て
い
る
。

　
改
正
法
で
は
、
個
人
情
報
取
扱
事

業
者
が
利
用
す
る
必
要
が
な
く
な
っ

た
場
合
、
改
正
法
26
条
１
項
本
文
に

規
定
す
る
事
態
（
注
２
）
が
生
じ
た

場
合
、
当
該
本
人
の
権
利
ま
た
は
正

当
な
利
益
が
害
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ

る
場
合
に
も
、
当
該
保
有
個
人
デ
ー

タ
の
利
用
停
止
等
ま
た
は
第
三
者
へ

の
提
供
の
停
止
を
請
求
す
る
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
（
改
正
法
35

条
５
項
）。
個
人
情
報
取
扱
事
業
者

は
、
か
か
る
請
求
を
受
け
て
、
そ
の

金
融
機
関
職
員
が
押
さ
え
て
お
き
た
い

令
和
２
年
改
正
個
人
情
報
保
護
法
の
要
点

小
沢
・
秋
山
法
律
事
務
所 

弁
護
士　

小
林 

多
希
子

弁
護
士　

稲
田 

康
男
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